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公益財団法人広島県漁業振興基金助成金等交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 この法人は，県内の市町，団体等が広島県における水産資源の維持増

大，海洋環境の保全に関する事業を行い，水産物の安定供給と自然環境の保

護に寄与することを目的に行う事業の他，漁業振興のために行う事業に要す

る経費に対し，予算の範囲内において助成金を交付するものとし，その交付

に関しては，公益財団法人広島県漁業振興基金業務方法書（平成 23年 4月 1

日制定，以下「業務方法書」という。）に規定するもののほか，この要綱（以

下「助成金等交付要綱」という。）の定めるところによる。 

（助成金等交付の対象等） 

第 2 条 前条の助成金交付の対象となる事業は栽培漁業，資源管理に関する事

業，漁業の担い手の育成に関する事業，藻場干潟等の漁場保全に関する事業，

水産業や海洋環境保全等に関する情報提供，普及啓発に関する事業，漁業の

振興に資する事業で，事業種目，事業内容，経費及び助成率は，別表に掲げ

るとおりとする。 

（助成金等交付の申請等） 

第 3条 業務方法書第 6条第 1項による当該事業の助成金交付申請書の様式は，

別記様式第 1号のとおりとし，その提出期限は理事長が別に定める。 

2 理事長は前項の申請があった場合において，不適当であると認めたときは助

成金を交付しないことがある。 

3 事業助成選考委員会の定めがある事業については，委員会の選考後に申請す

るものとする。 

（交付の条件） 

第 4条 業務方法書第 8条の規定により交付する条件は次のとおりとする。 

（1）事業を中止し，又は廃止する場合においては，理事長の承認を受けること。 

（2）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合

においては，すみやかに理事長に報告してその指示を受けること。 

（実績報告） 

第 5条 業務方法書第 11条の規定による当該事業の助成金実績報告書の様式は，

別記様式第 2 号のとおりとし，その提出期限は，当該事業の完了した日若し

くは当該助成事業の廃止の承諾を受けた日から起算して20日を経過した日又

は 4月 5日のいずれか早い日とする。 

（交付の特例） 

第 6条 業務方法書第 14条の規定による当該事業の助成金等概算払交付請求書

の様式は，別記様式第 3号のとおりとする。 
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（書類の提出部数） 

第 7条 この要綱によって理事長に提出する書類は 1部とする。 

 

 附   則 

1 この要綱は，平成 23年 4月 1日から施行する。 

附   則 

1 この要綱は，平成 26年 9月 29日から施行する。一部改正 

附   則 

2 この要綱は，平成 30年 10月 15日から施行する。一部改正 
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別表 

事業種目 事業内容 経費 助成率 

栽培漁業推進助成事

業 

水産資源の維持培養

を推進するための種

苗放流事業 

事業者が実施する種苗放流

事業に要する経費のうち種

苗購入費，中間育成費に係る

経費 

事業者の負担となる

経費の 1/2以内 

観光漁業助成事業 

  

 

観光漁業の健全な発

展を促進する事業 

 

観光漁業を推進する団体が

行う事業に要する経費 

定額 

漁業後継者育成対策

事業 

漁業後継者の資質向

上を促進する事業 

国，県等が主催する研修会参

加費用 

例：青年漁業士講座 

漁業後継者の負担と

なる経費の 1/4以内 

栽培漁業推進対策事

業 

 

栽培漁業推進を図る

ための事業 

栽培漁業推進団体が実施す

る栽培漁業の推進に要する

経費 

事業者の負担となる

経費の 1/2以内 

研究開発事業 栽培漁業，資源管理

型漁業，漁場保全の

推進を図るための研

究，技術開発事業 

試験研究機関等が栽培漁業，

資源管理型漁業，漁場保全に

関する技術開発に要する経

費 

定額 

新規就業者支援事業 新規就漁希望者を対

象とした短期研修事

業 

事業者が実施する研修費用 事業者の負担となる

経費の 1/4以内 

新規就漁希望者が漁

協の実地指導のもと

で行う研修事業 

研修者が研修期間に要する

経費 

定額 

瀬戸内ブランド販売

支援事業 

魚食普及を図るため

海産物の販売を推進

するための事業 

事業者が実施する朝市，イベ

ント等に要する経費又は参

加に要する経費 

事業者の負担となる

経費の 1/2以内 

漁場環境保全活動助

成事業 

海の環境を保全し管

理するため，広島県

海域沿岸において環

境保全の取り組みを

行う団体に対して，

活動の経費の一部を

助成する。 

事業者が海藻種苗生産施設

の整備，放流種苗保護のため

の藻場造成，干潟，浅場の環

境保全のための活動を実施

するに要する経費 

事業者の負担となる

経費の 1/2 以内 
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様式第 1号 

 

平成  年度        事業助成金交付申請書 

 

平成  年   月   日 

 

 

公益財団法人広島県漁業振興基金 

理事長          様 

 

 

（名  称） 

（代表者名）           印 

 

 

平成  年度において次のとおり事業を実施したいので，助成金等交付要綱

により，助成金     円を交付されたく関係書類を添えて申請します。 

 

 

関係書類 

 事業内容    別紙のとおり 
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別紙 

平成  年度          事業計画書 

 

1 事業の目的 

 

 

 

2 事業の内容及び経費の配分等 

（1）事業の内容 

 

 

 

 

＊栽培漁業推進助成事業の場合 

 （単位：千円） 

魚種名 数量（万尾） 平均サイズ

(mm) 

購入時期 事業費 

     

     

計     

 

（2）経費の配分 

（単位：千円） 

魚種名 

項目 
総事業費 

負 担 区 分 

県費 

補助金 

市町 

補助金 

基金 

助成金 

振興協議 

会費 

      

      

計      

 

（3）事業開始予定年月日   

   事業完了予定年月日   
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3 収支予算 

（1） 収入の部                      （単位：千円） 

区 分 
本年度 

予算額 

前年度 

決算額 

比 較 
備 考 

増 減 

県補助金      

市町補助金      

基金助成金      

振興協議会

費 

     

合計      

（2）支出の部 

 （単位：千円） 

区 分 
本年度 

予算額 

前年度 

決算額 

比 較 
備 考 

増 減 

事業      

合計      
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＊栽培漁業推進事業（中間育成）の場合 

平成  年度栽培漁業推進助成事業（中間育成）計画書 

 

1 事業の目的 

 

2 事業の内容及び経費の配分等 

（1）事業の内容 

ア 育成放流計画 

（ア）魚種名 

（イ）中間育成実施場所 

（ウ）放流尾数，大きさおよび育成期間 

魚種名 区分 受入時 放流時 歩留 育成期間 

 尾数 

大きさ 

  
  

（エ）餌料の種類および数量 

（オ）放流場所，放流尾数，放流時期 

魚種名 

放流場所 放流尾数 放流予定日 備 考 

    

 

（2）経費の配分                      （単位：千円） 

事業量 総事業費 

負 担 区 分 積算

の内

訳 

県費 
補助金 

市町 
補助金 

基金 
助成金 

振興協議 
会費 

      別記 

（3）事業開始予定年月日  平成  年  月 

   事業完了予定年月日  平成  年  月 
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3 収支予算 

（1）収入の部 

 （単位：千円） 

区 分 
本年度 

予算額 

前年度 

決算額 

比 較 
備 考 

増 減 

県補助金      

市町補助金      

基金助成金      

振興協議会

費 

     

合計      

 

（2）支出の部 

 （単位：千円） 

区 分 
本年度 

予算額 

前年度 

決算額 

比 較 
備 考 

増 減 

事業      

合計      

 

(別記) 

栽培漁業推進助成事業（中間育成）事業費積算内訳 

    

1 餌料費  円 

2 人件費  円 

3 稚魚運搬費  円 

4 管理費  円 

5 その他  円 

計  円 
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 様式第 2号 

平成  年度     事業費助成金実績報告書 

 

 番     号 

 年  月  日 

 

 公益財団法人広島県漁業振興基金 

 理事長           様 

 

（名  称） 

（代表者名）          印 

 

 

 平成  年  月  日付け広漁基第  号による助成金交付決定の通知に

基づき，次のとおり事業を実施したので助成金等交付要綱により報告します。 

 

 関係書類 

 

  事業内容  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注 1） 事業内容については，別記様式第 1号に準じて作成すること。 
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様式第 3号 

 

概 算 払 請 求 書 

 

 ￥ 

 

 ただし，平成 年 月  日付け広漁基第  号による助成金交付通知に基

づき，平成  年度事業費助成金として上記のとおり概算払請求します。 

 

   平成  年  月  日 

 

（名  称） 

（代表者名）           印 

 

 

 公益財団法人広島県漁業振興基金 

 理事長            様 

 

  

 


